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18　産業教育手当
○　概要
(1)　産業教育手当とは、高等学校の教諭、助教諭、常勤講師及び実習助手のうち産業教育振興の立場から、産業教育に従事する職員、特に実習に従事する職員の勤務が特殊性をともなうため、これらの職員に支給される手当である。
(2)　支給額は、職務の級区分に応じた定額である。
（教育職給料表）
	区分
	定通手当を受けない者
	定通手当を受ける者

	特２級又は２級の者
	23,000円
	14,000円

	１級の者
	18,000円
	11,000円


○　関係法令

給与条例

(産業教育手当)

第18条の4　県立高等学校において産業教育に従事する職員(給料の特別調整額を受けるものを除く。)に対しては、産業教育手当を支給する。

２　産業教育手当の月額は、23,000円(定時制通信教育手当を受ける者にあつては、14,000円)の範囲内で人事委員会規則で定める。

３　産業教育手当の支給を受ける者の範囲は、人事委員会規則で定める。
給与支給規則
(産業教育手当)

第38条　条例第18条の4第2項の規定による産業教育手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額(再任用短時間勤務職員にあつてはその額に再任用短時間算出率を、育児短時間勤務職員等にあつてはその額に育児短時間算出率を、任期付短時間勤務職員にあつてはその額に任期付短時間算出率をそれぞれ乗じて得た額とし、その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。)とする。

一　産業教育に従事する職員のうち、その属する職務の級が教育職給料表の特2級又は2級である者　23,000円(定時制通信教育手当の支給を受ける者にあつては、14,000円)

二　産業教育に従事する職員のうち、その属する職務の級が教育職給料表の1級である者　18,000円(定時制通信教育手当の支給を受ける者にあつては、11,000円)

第39条　条例第18条の4第3項に規定する産業教育手当を受ける者は、次の各号に定めるものとする。

一　農業、水産又は工業に関する課程を置く県立高等学校の主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、実習教諭又は主任実習講師、実習講師若しくは講師(常時勤務の者、再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員に限る。)で、高等学校の農業、農業実習、水産、水産実習、工業又は工業実習に関する教諭又は助教諭の免許状を有する者(教育職員免許法附則第2項の規定によりこれらの教科担任の許可を受けた者を含む。)で、当該高等学校の実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目を主にして担当するもの

二　前号に規定する県立高等学校の実習助手で、第35条第3号(1)又は(2)に該当するもの

２　教諭等に対する産業教育手当は、次の各号のいずれかに該当する者には支給しない。

一　実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目の授業及び実習を担当する時間数が、その者の授業及び実習を担当する時間数の2分の1に満たない者

二　実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目の授業及び実習を担当する時間数と当該授業及び実習の担当に附随する勤務に従事する時間数との合計時間数が、その者の勤務時間数の2分の1に満たない者

３　実習助手に対する産業教育手当は、実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目について教諭の職務を助けて行う次の各号に掲げる職務に従事する合計時間数が、その者の勤務時間数の2分の1に満たない者には支給しない。

一　実習の指導並びにこれに直接必要な準備及び整理

二　実習の指導計画の作成及び実習成績の評価

第40条　産業教育手当の支給については、第36条の規定を準用するほか、給料の支給方法に準じて行う。
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